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　オープンデータ等を活用した効果的な路線・ダイヤ構築事業業務公募型プロポーザルに参加するにあたり、次に掲げる事項について相違ないことを誓約します。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号の規定に該当しない者であること
（２）山形県内に事業所を有する事業者は、山形県税（山形県税に附帯する税外収入を含む）及び消費税を滞納していないこと
（３）消費税を滞納していないこと
（４）雇用保険、健康保険、厚生年金保険者等の社会保険に加入していること（加入する義務のない者を除く）
（５）山形県入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと
（６）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第235号）の規定に基づく更生又は再生手続きを行っていないこと
（７）宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと
（８）次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を除く）
ア　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という。）であること
イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること
ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正に利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等していること
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること
オ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること
（９）本業務と類似の業務を受託した経験を有する者であること
（10）企画提案書の作成に当たっては、虚偽の記載を行わないこと
